
年 月 ～ ○

×

備考欄（留意事項）

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

・JR芸備線とJR三江線は沿線沿いの住民にとって欠かすこと
のできない公共交通手段となっている。今後も継続して、道路
交通だけでなくJRを活用した総合的な交通対策を進める必要
がある。
・芸備線対策協議会において、JR芸備線の駅周辺の住民を対
象にアンケートを実施した。その結果を分析し、今後の利用促
進に活用する。
・JR芸備線の各駅のバリアフリー化の要望は、芸備線対策協
議会を通じて要望を続けている。
・三江線活性化協議会の事業として、三江線神楽キャンペーン
を実施し、特別列車で神楽講座を行った。（事業費は、三江線
活性化協議会の費用）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
佐々木　健一

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5612

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

生活路線確保対策事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

企画振興部　政策企画課担当部課

作成者氏名

16

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

企画費

企画調整等に要する経費

対　　　象
（誰のために）

鉄道を利用し、近隣市へ通学・通勤・買い物などを目的とした利用者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

ＪＲ利用促進事業

4

○

―

×

―

○

―

―

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

2.定住と交流のネットワークづくり

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 24

施　 策 公共輸送機関の整備
12

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

・三江線については、平成2２年度末に策定した連携計画に
よって、継続して三江線の活性化事業に取り組む。
・三江線活性化事業の一環として、高宮支所と式敷駅・船佐駅
の列車の発着に合わせた路線バスの運行を継続させる。

活性化協議会の費用）

2,123

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

2,123一般財源等合計 1,1011,101 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

JRの利用を促進し、路線を維持することにより、利用者の交通利便性を確保し維持する。

市独自のポケット版時刻表の作成や、三江線改良利用促進期成同盟会、芸備線対策協議会の広域的なイベント活動による利
用促進施策を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等589

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 505

人件費

―

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

―

―

○

○

○

合計

―

×

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

596 1,534

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている ・三江線の利用促進のため、地元住民との意見交換会を実施し
た。

―

の列車の発着に合わせた路線バスの運行を継続させる。

－

0.18

2,1232,123

9.00 9.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

1,663,080

831,540.00841,465.00

2.00

17.00

合計

人

指　標　名　等

1,101

必要人員

1,101

100.00%

－

25,888.89

新規運行バス利用者
2.00

利用促進啓発事業回数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 412,000

18.00

1,682,930

合計

46.00

24年度

13.00

466,000

－

2.00

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

138.46% －

31,692.31

計画値

－

人

千円

2.00

0.07

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

平成23年4月から路線バス運行
　月・水　式敷駅
　火・金　船佐駅
　行き　1便　　帰り　1便
乗降調査の結果　式敷線２人、船佐線０人
６/２０、６/２２調査
（コストの委託料は生活交通確保対策事業
費より支出している）

年度実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

回

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

H2４会議実績
三江線
　○連絡調整分科会　９回
　○活性化協議会　２回
　○総会・臨時総会　２回
　○幹事会　２回
　○竹林対策会議　１回
芸備線
　○対策協議会総会　１回
　○対策協議会調整会　１回

目標年度に目標を達成できそうである

―

×

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

山平　修

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　三江線については、利用促進活性化協議会の取組みの中で、観光客を含めた
利用促進することとし、臨時列車を6市町がそれぞれ1回担当し運行した。（三
江線神楽キャンペーン、事業費は三江線活性化協議会の費用）
　募集人員360人に対し、357人の実施であったが、キャンセル待ちが195
人と盛況であった。
　また、沿線地域住民を対象にした利用促進のための意見交換会を実施した。
　芸備線については、対策協議会において沿線住民のニーズ調査を実施した。

解決できていない課題

 三江線の乗車人数は、様々な取組みを実施しながらも年々減少傾向にあ
り、平成24年は、前年度対比10人減の226人（1日平均利用者数）と
なっている。関係市町のさらなる取組み強化を必要としている。
　芸備線については、ニーズ調査の分析結果を踏まえ、今後の協議会の
取組みを検討していく必要がある。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

JR芸備線1日あたりの平均値
（1日平均乗車人員×２）

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

1,290.00

1,300.00 1,300.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 236.00 226.00 －

－

JR三江線1日あたりの平均値
（1日平均乗車人員×２）

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

人
JR三江線乗降客数

計画値

実績値
JR芸備線乗降客数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 236.00 226.00

各路線の存続、運行便数の維持

－人

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

016 企画振興部 政策企画課（JR利用促進事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

2.定住と交流のネットワークづくり

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 24

施　 策 公共輸送機関の整備
12中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

×

○

○

○

×

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

生活交通確保対策等事業

4

企画費

企画調整等に要する経費

対　　　象
（誰のために）

全市民　特に自ら移動手段を持たない児童・生徒・高齢者など

一般会計

19

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

企画振興部　政策企画課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5612

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

生活路線確保対策事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
佐々木　健一

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・平成21年3月に策定した安芸高田市地域公共交通総合連携計
画に基づき、平成21年10月に市北部地区で再編を行い、平成
22年10月に市全域で再編を実施した。３年間の実証運行を終
え、平成２４年度から本格運行を行う。
・デマンド交通の車両10台、市町村運営有償運送車両3台、路
線バス車両6台、予約受付システムを、国の地域公共交通活性
化・再生総合事業及び県の元気づくり事業交付金等を活用して
導入した。
・アンケートによる公共交通利用者のニーズを把握を、今後も
実施する。

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

9,955

37,004

8,095

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

○

合計

×

○

×

×

○

○

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 156,360

人件費 36,726

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

気兼ねなく利用することができる満足度の高い公共交通を提供する

バス運行から、朝夕の定時定路線運行と昼間のデマンド運行という、新しい公共交通システムへの転換を図った。平成21
年10月から美土里地域と高宮地域で実証運行を実施。平成22年10月からは市内全域での運行を行う。交通空白地域であ
る美土里町智教寺・大所地域と高宮町川根地域については、市町村運営有償運送を導入した。
予約乗合タクシーは平成22年9月をもって、デマンド交通「お太助ワゴン」に移行した。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等156,912 5,504

1,083

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 128,228166,315 一般財源等 165,007

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

122,777

・安芸高田市地域公共交通総合連携計画の中にデマンド交通、
路線バス、市町村運営有償運送について目標値を定めている
が、運行実態をみると目標値を達成している部分もあるので、
目標値の再設定を安芸高田市公共交通協議会で検討を行ってい

・予約受付システムのメリットである、利用の状況を分析し
て、運行の内容を検証していく。

×

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

○

0

65歳以上人口の1.5％として設定
（安芸高田市地域公共交通総合連
携計画で設定）

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

市内完結バス路線の現金・回数券
による利用者数

年度

人

千円

89.00

0.70

単位当たりコスト①

101.18% －

252,260.14

計画値

－

有
効
性

×

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

30,366,122

合計

242.00

24年度

178.83

42,250,554

－

80.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 45,111,681

180.94

路線バス1日あたりの平均
利用人数（定期外利用者）

45.00

お太助ワゴン1日あたりの
平均利用者数（年平均）

－

実績値

計画値

38.20%

－

233,505.88

168.00

合計

人

指　標　名　等

128,228

必要人員

166,315

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

28,829,851

847,936.79341,192.38

34.00

180.00

400.00 400.00 吉田高校下校便及び向原高校登下

165,007

160.00

－

0.95

122,777 目標値の再設定を安芸高田市公共交通協議会で検討を行ってい
く。

・お太助ワゴンの利用者アンケートで、「吉田への移動が便利
になった」「外出機会が増えた」の回答割合は低下している
が、新公共交通システムの浸透が原因考えられる。
　アンケートの設問内容の変更により、利用者ニーズを把握す
る。

・小学生の登下校の際の交通事故を防ぐ観点からも、小学校と
交通事業者と連携を図り、バス利用教室等を実施していく。

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

お太助ワゴン・市町村運営
有償運送で外出機会が増え
た

計画値

実績値

お太助ワゴンの利用によっ
て吉田への移動が便利に
なった

指
標

お太助ワゴン稼働率
単位

単位

85.00

11,629,000

85.00

70.00

－

－

計画値

実績値

70.00

59.87 56.39

－％ 実績値

単位当たりコスト③

実績値
高校通学便事業利用者数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

－

86.60 82.60

70.00 85.00

－

82.06

30,928.19

376.00

23年度 24年度

400.00

350.00

11,976,568

82.98

34,218.77

93.09%

400.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

2月分※稼働率が最も低い月
（運行予定回数）÷（実運行回数）

吉田高校下校便及び向原高校登下
校便の年間延べ利用者数（毎月の
利用者数を合計）

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　お太助フォンによる受付を平成25年度から開始するため、地域振
興事業団と調整を図ってきた。
　利用者数向上に向け、引き続きアンケート調査を行い分析した。

解決できていない課題

　受付の込み合いの解消
　事業者への委託料の積算見直し
　

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

山平　修

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％た

指標化できない成果

－実績値 59.87 56.39 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

019 企画振興部 政策企画課（生活交通確保対策等事業）



年 月 ～ 年 月25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策 2.定住と交流のネットワークづくり

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

広域ネットワーク維持管理事業

3 平成

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

対　　　象
（誰のために）

広域ネットワークを利用する安芸高田市職員

行政情報処理費

行政情報等にようする経費
施　 策 情報化の推進

1

一般会計

21

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

0826
（42）5636

1

広域ネットワーク管理事業費

総務費

1

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている11

電話
渡里　大地

市民のニーズを的確に把握している

総務管理費

企画振興部　情報政策課

款 2

担当部課

作成者氏名

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

○

チェック

○

○

備考欄（留意事項）

広域ネットワークを利用して、財務会計システムやグループウ
エア等の内部情報系、住基、税、福祉等の基幹系の各システム
を使用しており、業務に必要不可欠なものである。また、将
来、電子申請、総合行政ネットワークを経由して文書交換シス
テム、各種認証手続等電子自治体推進に向けた基礎となるネッ
トワークである。

○

―

―

国や県と重複のない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である
事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

14,701 9,024

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

合計

○

○

0

○

×

―

○

○

○

コスト（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

効
率
性

受益者負担

受益者負担を検証している

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

人件費

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

23年度 24年度

国県補助金等52,690

財源（千円） コスト（千円）

障害なく広域ネットワーク上で運用している各システムに接続できる環境を提供する。

旧安芸たかた広域連合が設置した広域ネットワークを合併後引継、本庁、各支所、小中学校等の主要公共施設を結ぶ延長約
134㎞の光ファイバー網の維持管理、電柱等共架、国や県への道路占有など、申請及び移設協議等の事務執行、その他ネッ
トワーク機器の保守、ウイルス対策などのセキュリティ対策。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等20,212

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

一般財源等合計 67,391 合計67,391

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

29,23629,236 一般財源等

平成19年度にネットワーク機器の更新を行うとともに、物理
的なセキュリティ対策強化も実施した。

ネットワーク管理、セキュリティ管理を強化するために電算管○

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

×

ネットワークが停止することによって業務に支障をきたすこと
から、ネットワーク停止時の対応を迅速に行わなければならな
い。
そのためにも今後ネットワーク停止時の復旧手順を明確にし、
かつ今後のネットワーク障害の再発を防ぐため、発生した障害
については原因の究明を徹底する。

○

×

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

年間保守委託料÷トラブル件数

平成2４年度の実績値件の内訳と
して、機器的要因が３件、人的要
因が1件であった。

―

―

合計

―

0

目標年度に目標を達成できそうである

市民への情報提供を行っている

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

千円

20.00 NTT柱1,275本、中国電力柱
1,529本に共架しており、当該柱
の移設工事が工事費の例年95％以
上占め、平成２０年度においては
１００％がこれに当たる。
平成18年度以降20件程度の移設
工事が発生している。

年度

3.00

年度

1.70

単位当たりコスト①

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

25年度

4.00

126,900.00

1.00

888,300

20.00

200.00% －

0.000.00

－

7,015,701

3,507,850.50

7.00

20.00

○

－

―事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した人

千円

人

－

1,753,925.25

光ファイバー移設工事件数
20.00

ネットワークトラブル件数

－

実績値

計画値 3.00 3.00

時間外勤務手当 千円

23年度

633.00

合計

人

67,391 合計

758.00

67,391

必要人員

0.00

3.00

0.00

197,400

197,400.00

指　標　名　等

14.29%

24年度

2.00

7,015,701

平成23年度から今年度にかけて
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

－

－

－

1.00

29,23629,236 ネットワーク管理、セキュリティ管理を強化するために電算管
理係職員のネットワーク関係研修の実施やサーバ等のウィルス
対策ソフトのバージョンアップ、セキュリティーパッチの適宜
適用を行う。

○

○

○

○

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

指　標　名

6.00 －
ネットワーク接続停止時間

単位 計画値 8.00

時間 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

％

ネットワークトラブルの基
準年度に対する発生割合

計画値

実績値
ウイルス感染件数

指
標

ウイルス感染件数
単位

単位

64,680

0.00

27.77

5.00

8.00 8.00

0.00

平成16年～平成17年度発生件数
の平均を基準とする（18件）

計画値

実績値

27.7727.77

11.12 22.22

－

－

－

27.77

0.000.00

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
修繕機器件数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

0.00 4.00

0.00 0.00

24年度

0.00 0.00

0.00

0.00%

4.000.00

64,680.00

1.00

0.00

－

23年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

セキュリティ強化を図りウイルス感
染を0件とすることを目標とする。

平成2４年度は目標とした停止時間8時間
を下回った。2５年度以降継続できるよう
停止時間8時間以下を目標とする。

平成23年度から今年度にかけて
ネットワーク機器の更新を行っ
た。

目標値
（目標年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

完了した

ウイルス感染数40.00

年度

8.00

0.00

年度

年度

－

年度

0.00

－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する－
資源配分の方向性

予算（大事業）名

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

ネットワーク機器の更新を実施するとともに物理的セキュリティ強
化対策を実施した。また、サーバのセキュリティ対策としてセキュ
リティパッチの適用、ウイルス対策ソフトのバージョンアップを実
施した。

解決できていない課題

めまぐるしい勢いで情報通信技術や機器が発展しているため、ネット
ワークやセキュリティ対策等に関する最新情報を迅速に入手し、ネット
ワーク運用の安全、安定かつ効率的な運用について、恒常的に調査・研
究を行い、運用方法について随時見直す必要がある。また、全職員に対
してセキュリティやネットワークの運用について周知することによっ
て、人的セキュリティを向上させる必要がある。

広瀬　信之

セキュリティやネットワーク技術の研修計画を作成し
実施する

改善項目

ネットワーク監視を強化するためネットワーク機器の
強化、監視ソフトによる管理の徹底。

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

実績値 11.12 22.22 － 年度

③

強化、監視ソフトによる管理の徹底。
ｱｳﾄ

ｶﾑ

021 企画振興部 情報政策課（広域ネットワーク維持管理事業）



年 月 ～ 年 月 ―

―

国や県と重複のない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

備考欄（留意事項）

行政事務を行う上でパソコンは必要不可欠なものである。
パソコンの性能は日々向上し、セキュリティ対策もより高度な
セキュリティに対応したパソコンが必要となっている。
安全にスムーズに行政事務を行う必要があることから、5年～
6年程度でパソコンの更新を行う予定としている。

○

○

チェック

―

○

款 2

担当部課

作成者氏名

1

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

総務管理費

企画振興部　情報政策課

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている11

電話
竹本　伸治

市民のニーズを的確に把握している

0826
（42）5636

1

電算システム事業費

総務費

1 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

22

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

行政情報処理費

行政情報等に要する経費
施　 策 情報化の推進

2

対　　　象
（誰のために）

イントラネットパソコン等を利用する安芸高田市職員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

イントラネットパソコン等維持管理事業

3 平成

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

○

○

○

2.定住と交流のネットワークづくり

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

×

プリンター機種を統合、整理し、リサイクルトナーを優先的に購入

○

× パソコンの更新計画を作成し、効率よくパソコンの更新をする
ことによってパソコン修繕費を減らす必要がある。
セキュリティ及び情報漏洩対策として、ＵＳＢメモリー等の外
部接続媒体の使用に関してルール化を図り、ウイルス対策等を×22,80222,802 一般財源等

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

27,743一般財源等合計 27,743 合計 12,095一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

ひとり１台パソコン及びプリンター等の利用状況を充実させ、セキュリティの強化を図るとともに、事務の効率化を図って
いく。

ひとり１台パソコン整備（更新）
プリンタートナー管理
パソコン・プリンター不具合の対応

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等10,169

23年度 24年度

国県補助金等13,042

財源（千円）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費

コスト（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

効
率
性

受益者負担

受益者負担を検証している

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

○

×

―

○

○

○

○

合計

○

○

12,095 成果指標について当初設定した計画値が達成できた

12,633

12,095 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた14,701

て下さい。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

部接続媒体の使用に関してルール化を図り、ウイルス対策等を
強化するとともに、セキュリティ研修を実施し、人的セキュリ
ティの強化に努める。

×

○

○

○1.40

22,80222,802

－

－

－

基幹系プリンターの新規購入ト
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

152,880

30,576.00

指　標　名　等

125.00%

24年度

145.00

5,114,340

27,743

必要人員

282.00

80.00

161.00

時間外勤務手当 千円

23年度

633.00

合計

人

27,743 合計

1,061.00

－

60,168.71

パソコン等修繕件数
13.00

パソコン整備台数

－

実績値

計画値 185.00 100.00 専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した人

千円

人

13.00

○

－

○事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

58.62% －

161.00

68,827.50

5.00

275,310

13.00

－

10,801,539

74,493.37

4.00

25年度

85.00

1.70

単位当たりコスト①

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

千円

情報系・基幹系パソコン、基幹系
プリンター修繕件数

年度

年度

実績値

12,095

備 考
（指標の計算方法、算式等）

活
動
・
結
果
指

単位

台

件

対　前　年　比

目標年度に目標を達成できそうである

市民への情報提供を行っている ―

―

合計

―

12,095 成果指標について当初設定した計画値が達成できた

ひとり１台パソコン更新台数

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

人件費対応
外部デバイスの使用制限、ファイル持ち出し制限他人
的セキュリティ対策をルール化する。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

外部デバイスの使用制限、ファイル持ち出し制限他人的セキュリ
ティ対策をルール化について検討を行った。

解決できていない課題

ひとり1台パソコンを使用する上での人的セキュリティ対策をルール化す
る必要がある。

広瀬　信之
－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する－

年度

年度

H26

－

年度

67.00

0.00

年度

23年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

基幹系プリンター台数

プリンタートナー購入数/プリン
ター台数

基幹系プリンターの新規購入ト
ナー＋リサイクルトナー

目標値
（目標年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

完了した

67.00

5,746.46

67.00

3,137.27

99.00

91.00

－

134.00

770,025

135.35%

0.00 5.00

0.00 0.00

24年度

282.00 161.00

台 実績値

単位当たりコスト③

実績値
プリンタートナー購入数

対　前　年　比

本

計画値

コ ス ト

計画値

－

－

－

2.12

161.00

計画値

実績値

4.00

2.12 2.12

2.12

1.48

2.41 2.41

0.00

基幹系パソコン/基幹系プリン
ター

310,590

67.00

指
標

プリンター台数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

台

プリンター１台あたりのパ
ソコン接続台数

計画値

実績値
ウィルスの影響件数

指　標　名

2.00 －

プリンター１台あたりト
ナー購入数

単位 計画値 0.97

個 実績値

25年度

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

③

年度－実績値 2.12 2.12

ＩＴ資産管理システム、ファイルサーバ、盗難防止対策（ワイヤー施錠）を導入し、ひとり1
台パソコンのセキュリティレベルの向上を図った。

台

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

022 企画振興部 情報政策課（イントラネットパソコン等維持管理事業）



年 月 ～ 年 月 ―

―

備考欄（留意事項）

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている11

電話
竹本　伸治

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5636

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

電算システム事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務

総務管理費

企画振興部　情報政策課担当部課

作成者氏名

23

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

行政情報処理費

行政情報等にようする経費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市民及び安芸高田市職員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

電算システム事業

3 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

2.定住と交流のネットワークづくり

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 情報化の推進
2

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

各部署に設置している業務端末の稼働状況を調査、余剰となっ
ている端末は回収し、業務端末の配置の適正化を行う。
各部署ごとの電算システム経費を把握し、各部署へ周知する。

システム改修を行う際は、ベンダーに改修に係る工数の詳細な
内訳の提示を求め、システム改修費用が適正かチェックする。
また、今後クラウド方式による電算システムの運用について検
討する。

131,927

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

131,927一般財源等合計 133,629133,629 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○82,237一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

住民情報の管理をはじめとした各種行政事務システムの正確な運用に努め、職員の意識向上により事務の効率化・迅速化を
図り、その結果として住民サービスの向上を目指す。

住民記録、戸籍、福祉、税、収納、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療、上下水道、選挙、人事給与、財務会計、備
品管理、文書管理等73業務の各システムの保守管理及びデータバックアップ作業及び人的セキュリティ対策の実施

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等116,586

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 118,928

人件費

○

82,237

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

×

―

○

○

○

合計

○

×

○

82,237 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

14,701 15,341

て下さい。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

29.00

－

1.70

131,927131,927

28.00

180.00 業務システム運用に関する問い合180.00

700.00

20.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

12,700,800

44,100.0044,563.67

288.00

633.00

合計

人

指　標　名　等

133,629

必要人員

133,629

84.11%

－

1,178,775.00

システム改修作業量
750.00

システム改修件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 37,831,500

14.00

15,258,600

合計

1,288.00

24年度

9.00

16,502,850

－

700.00

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

155.56% －

4,203,500.00

180.00

計画値

－

人

千円

342.40

1.70

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

システム改修に要したベンダーＳ
Ｅ作業量
上記システム改修に要する作業工
数の合計

年度実績値

82,237

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

件

人日

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

82,237

年間契約件数

目標年度に目標を達成できそうである

×

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

広瀬　信之

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

基幹業務システムについて西部５市町情報システム共同利用推進検
討会議に参加し、クラウド方式による共同利用について検討をおこ
なった。

解決できていない課題

平成２８年度にシステムの更新を予定していることから、基幹系システ
ム、内部情報系システムともシステム更新計画を策定する必要がある。

人件費対応

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

電算システムの更新について、現システムの状況を調査
し、コストや問題点の把握を行い、行財政改革と併せた電
算システム更新計画を作成する。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

電算管理職員対応件数（２９）÷シ
ステム照会書総件数（２３０）
※平成２3年度

－

年度－

100.00%

180.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

不具合のシステム照会書処理件数
（３３）÷照会書総件数（２３０）
※平成２3年度

業務システム運用に関する問い合
わせ、要望、不具合報告の件数

目標値
（目標年度）

14.35

230.00

23年度 24年度

180.00

230.00

12.17

12.00

－

12.61 8.26

50.00 40.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

％ 実績値

単位当たりコスト③

実績値
システム照会書処理件数

対　前　年　比

件

－

180.00

計画値

実績値 －

－

40.00

12.00 12.00

指
標

システム照会書処理件数の
うち不具合関係の割合

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値

電算管理職員が対応したシ
ステム照会書の割合

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

023 企画振興部 情報政策課（電算システム事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

2.定住と交流のネットワークづくり

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 情報化の推進
3

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

×

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

地域情報格差是正事業

3 平成

行政情報処理

行政情報処理

対　　　象
（誰のために）

①民間通信事業者によるＡＤＳＬサービスが提供できない地域のインターネット利用希望者
②地上波デジタル放送が受信できないテレビ共同受信施設組合、及び新たな難視地域の市民

一般会計

24

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

企画振興部　情報政策課担当部課

作成者氏名

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5627

1

地域情報化推進費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている11

電話
森岡　和子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

①平成２３年度から光ファイバを利用したブロードバンド環境
の整備に着手した。無線アクセス事業については、当該事業が
完了し、利用者が光ファイバを利用したサービスに切り替える
まで、継続する必要がある。
　
②平成２３年７月２４日地上デジタル放送に移行した。難視エ
リアでありながら、未対策の箇所については早急な対応が必要
である。

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

129,825

35,193

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

×

111,022

○

合計

×

○

×

○

―

―

○

111,022

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 219,051

人件費 6,388

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

①民間通信事業者によるＡＤＳＬサービス程度の通信速度を確保したサービスの提供
②テレビ共同受信施設で地上波デジタル放送が受信できるようにする

①民間通信事業者によるＡＤＳＬサービスが提供できない地域（吉田町小山・竹原地域、甲田町小原地域の一部）につい
て、５ＧＨｚ帯無線アクセス及び行政イントラ（光ファイバー）を活用した安芸高田市運営によるインターネット接続
②地上波デジタル放送が受信できるよう、既設のテレビ共同受信施設の改修に係る助成、及び新たな難視地域のテレビ共同
受信施設新設に係る助成の実施

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等7,869 3,874

5,968

111,022一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―合計合計 83,258219,051 一般財源等

受益者負担を検証している

①無線アクセス事業については、Ｈ23年度当初民間事業者へ
の業務委託を計画していたが、光ファイバ整備事業の開始に伴
い、見送ることとなった。

②地元組合が事業主体となり実施するテレビ共同受信施設のデ
ジタル改修及びデジタルテレビ共同受信施設の新設に対する補
助であるため、コストの削減は難しい。

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

32,80043,062 一般財源等

①無線アクセス事業については、光ファイバ整備事業の開始に
伴い、平成２３年１２月１日新規加入の受付を中止した。

②新設すべきデジタルテレビ共同受信施設が必要な地域は、新

×

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

―

111,022

平成24年度：維持管理費用（修
繕費他）
平成23年12月1日新規加入受付
中止。
平成24年度中に吉田エリアを光
ネットワークに移行。（甲田エリ
アは平成25年度中予定）

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

世帯

箇所

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

111,022

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

平成24年度整備予定施設は１０
施設。

年度

人

千円

20.00

単位当たりコスト①

無線アクセスサービス加入
世帯（累計）

デジタル改修実施テレビ共
同受信施設

92.19% －

48,666.50

計画値

－

有
効
性

―

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

合計

2,956.00

24年度

128.00

2,590,441

－

10.0035.00 5.00

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 6,229,312

118.00

－

実績値

計画値

5.00%

128.00

21,952.89

合計

人

指　標　名　等

83,258

必要人員

219,051

時間外勤務手当 千円

－

－

5,278,389

5,278,389.0010,641,087.40

1.00 －

212,821,748

3.90

32,800

66.00

43,062

150.00

23年度

②新設すべきデジタルテレビ共同受信施設が必要な地域は、新
たな難視地域として国に登録されており、当該地域のデジタル
化を推進するための説明会が必要となる。

②テレビ共同受信施設は、地元組合の施設であり、維持管理も
地元組合で行うため、共同で利用される方の合意形成が必要と
なる。

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

回

計画値

実績値

無線アクセスサービス加入
率（累計）

説明会開催回数

指
標

単位

単位

－

－

地デジ関係説明会の実施
（夜、休日開催含む）

計画値

実績値

―

5.00 4.00

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

10.44 9.62

12.23 10.44

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

－

年度－

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

光通信を利用したブロードバンド環境の整備

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

年度

年度

光ネットワーク整備事業費
年度

加入者数／エリア内世帯数
（平成21年度：1,226世帯）

①無線アクセス事業の光ファイバ事業への移行手続き。（利用者への説
明・手続き、機器の撤去等）

②新設・改修が未実施の新たな難視地域への対応。（説明会・助成の実
施）

地域情報化推進事業費

改善項目

新たな難視地区に対する地上デジタル放送共調詞設新
設補助

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

①民間通信事業者によるＡＤＳＬサービスが提供されていない地域
への高速インターネット環境整備
光ファイバ網整備計画、実施計画の策定。４町工事実施。

②テレビ共同受信施設組合及び関係業者への助成制度の説明
　テレビ共同受信施設デジタル改修及びデジタルテレビ共同受信施
設の新設に対しての補助

解決できていない課題

広　瀬　信　之

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

回

指標化できない成果

－実績値 5.00 4.00 年度

③

設補助
ｱｳﾄ

ｶﾑ

024 企画振興部 情報政策課（地域情報格差是正事業）



年 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

○

○

備考欄（留意事項）

―

○

土地所有関係者、地元住民の理解、協力体制により概ね計画ど
おりの進捗を見た。

○

○

○

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効
率
性

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

担当部課

作成者氏名

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

地元への説明及び調整については、地元の立場を尊重しながら
慎重かつ確実に取り組んでいくことが必要である。

東広島高田道路（向原吉田道路）は、中国縦貫自動車道と山陽
自動車道を結び安芸高田市から広島空港を結ぶ重要なアクセス
道路の一部として事業化されている。また同区間は現道として
利用されている主要地方道吉田豊栄線があるが、交通量が多く
急勾配の湾曲した道路で冬季には路面凍結等により難所となり
且つ、路線バスも迂回せざるを得ない状況となっている。その
為、東広島高田道路については、かねてからの懸案事項でもあ
り、市民からも早期の完成が望まれている。　　　　また、道
路設計や土地等の調整については、事業説明会等から提出され
た要望書をふまえて、県と協議しながら対応していく。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

○

○

単位あたりコストを削減することはできない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

市以外が実施主体になりえない事務事業である

国や県と重複のない事務事業である

―

―

建設部　建設課 0826
（47）1208

土木費

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

1

○

チェック

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
原田　由史

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

7,744

50.00 50.00

一般財源等

受益者負担

人

23年度

千円

25年度

千円

内　　　容

項

目

5

1

地域高規格道路対策費

土木総務管理費に要する経費

中事業

主な
関連

予算・
事業名

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

受益者負担を検証している25年度

大事業

8

土木管理費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

建設事業の流れ　地形・路線測量→詳細設計→事業説明会→用地測量・物件調査→用地買収・物件補償→工事→供用開始
平成２4年度については、平成２3年度から継続している水利・水文・地質調査を行い、解析中間結果の報告を行う。
また、吉田地区、向原地区とも物件移転補償を行う。
第１期工区（吉田～向原町正力地区まで）　平成２０年代半ば完成目途
第２期工区（向原町正力地区～主要地方道広島三次線まで）　平成２０年代後半完成目途

1
2.定住と交流のネットワークづくり

7

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

・一部地域について、事業に対して再度理解を求める必要がある。
・早期に整備効果を発揮するために、事業進度のスピードアップを図
る。必要がある。

予算（大事業）名

完了した

改善項目

③

引き続き事業に対して理解を求めていく

国・県に対して、予算獲得のための要望活動を強化す
る。

H26

年度

H26 年度

年度

H26

100.00

－

－

20.00%

4,796,400

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

優先的に継続する
西原　裕文

－

2,398,200.00

23年度 24年度

91.66 97.22

100.00

年度

目標値
（目標年度）

100.00

25年度

累計契約者数３５人÷交渉地権者
数３６人

用地交渉者数

100.00

年度－

合計

人

指　標　名　等

3,438

必要人員

3,438 一般財源等

時間外勤務手当

30.00

2,917,600

実績値

単位当たりコスト③

実績値

用地交渉等対象者数
（向原地区）

対　前　年　比

人 2.00

2.00

37.00

用地交渉等対象者数
（吉田地区）

3.00

国、県との事業推進のため
の打合せ、要望回数

30.00

単位当たりコスト①

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

年度

－

97,253.33

－

－

30,000

15,000.00

有
効
性

－

100.00% －

－

#DIV/0!

備 考
（指標の計算方法、算式等）

東広島高田道路全線開通時　安芸高田市中心部から広島空港まで約２９分短縮、山陽自動車道
東広島ICまで約１３分短縮、新幹線東広島駅まで約２１分短縮

100.00

0.00

10.00

13.00

計画値

実績値

100.00100.00

83.33 94.44

計画値

累計契約者数１７人÷交渉地権者
数１８人

H26

用地交渉者数

年度

3.00

0.30

7,744 一般財源等

－

－

100.00

H26

今後の計画値
（計画年度）

2.00

人件費

実績値

対　前　年　比

コ ス ト

計画値

24年度

－

30.00

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

向原吉田道路事業に係る土地・建物所有関係者並びに沿線地元住民（第１期工区・第２期工区）

向原吉田線道路事業の整備促進のために土地・建物所有関係者並びに沿線地元住民に理解、協力を求めることにより円滑な
事業促進を図る。

2,933 2,509受益者負担

平成

主要施策

施　 策 幹線道路の整備

千円

人0.35

23年度 24年度

コスト（千円） 財源（千円）財源（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

地域高規格道路東広島高田道路(向原吉田道
路)建設促進事業

コ ス ト

直接
事業費 505

人件費

単位当たりコスト②

コ ス ト

計画値

計画値

実績値

合計

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

回

単位

人

対　前　年　比

単位

計画値

実績値

指　標　名

国県補助金等国県補助金等

交渉推進率（吉田地区）

直接
事業費

受益者負担

計画値

実績値

コスト

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
交渉推進率（向原地区）

指標化できない成果

直接事業費

財源（千円）

人件費

コスト（千円）

5,235 国県補助金等

コスト（千円）

―

目標年度に目標を達成できそうである

当初予定した実施項目が達成できた

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

―

○

○成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

―

○

―

○

―

○

○

単位

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

―

3,150

3,150

測量・各種調査（水利・水文・地
質・建物）地権者等からの要望等
の調整など県との打ち合わせ回数
(30回）

市
民
参
画

3,150

備 考
（指標の計算方法、算式等）

合計

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

各個別に問い合わせのあった事項等についてフォローアップを
行った。
また、地元関係者と共に計画予定路線付近の不法投棄物処理を
実施。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

―

款

市民への情報提供を行っている

平成

土木総務費

一般会計

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。 

 

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。 

 

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。 

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ 

ｲﾝﾌﾟｯﾄ 

ｱｳﾄ 

ｶﾑ 

ｲﾝﾌﾟｯﾄ 

007 建設部 建設課（地域高規格道路東広島高田道路（向原吉田道路）建設促進事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

2.定住と交流のネットワークづくり

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 幹線道路の整備
2中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

―

×

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

国県道整備促進事業

3

土木総務費

土木総務費

対　　　象
（誰のために）

国・県道を利用する市民

一般会計

8

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

土木管理費

建設部　管理課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（47）1201

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

土木総務管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
河野　恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・高次医療機関へのアクセス・定住促進・企業誘致等に関連す
る基幹道路として位置づけられており、早期の整備が望まれ
る。

・地元に密着した県道として位置づけられており、早期の整備
が望まれる。

款 8

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

2,960 3,769

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

―

合計

―

○

○

―

○

―

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 3,050

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

市民の要望をもとに国に働きかけ、広域的な国道の整備促進、交通安全性の向上等要望に沿った事業を行ってもらうととも
に、国道およびその沿線の活性化させて利用者の利便を図る。

広域的な国道の整備促進、安全施設の整備を国に要望をおこなうとともに、国道５４号線沿線の活性化にむけて基本調査を
おこなう。
また、地元に密着した道の整備促進、安全施設の整備を県に要望する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等9,688

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 6,0106,010 一般財源等 13,457

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

13,457

・国、県への要望活動や要望書の作成等積極的な活動により、
国・県の予算の確保及び事業実施につなっている。

・同盟会に加入する自治体とともに継続的な要望活動が必要で
ある。

―

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

―

0

国道54号…国交省
国道３７５号…県、国交省

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

回

円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

国道54号を活性化するための基
本計画設計をおこなう
Ｈ２４年度で終了

年度

人

千円

1,984,500.00

0.35

単位当たりコスト①

100.00% －

計画値

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

合計

49.00

24年度

2.00

－

1.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

2.00

国道54号活性化基本調査
1.00

要望回数

－

実績値

計画値

438.04%

－

64.00

合計

人

指　標　名　等

6,010

必要人員

6,010

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

8,692,950.00

2.00

1.00 1.00

13,457

2.00

－

0.45

13,457

・国道５４号線活性化にむけての基礎調査完了後、計画の立案
時には市民参画しておこなう。

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値
吉田邑南線期成同盟会

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

－－

1.00

23年度 24年度

1.00

1.00

100.00%

1.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

賀志古　恵

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

008 建設部 管理課（国県道整備促進事業）



年 月 ～ 年 月

主要施策

27 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
2.定住と交流のネットワークづくり

○

×

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

県道改良事業

3 平成

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 17

対　　　象
（誰のために）

県道を通勤・通学または生活道として利用する市民。安芸高田市に来訪または通過する県民。

道路新設改良費

道路の新設及び改良に要する経費
施　 策 幹線道路の整備

6

一般会計

10

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

0826
（47）1208

1

県委託県道改良事業費

土木費

2

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
山口　幸弘

市民のニーズを的確に把握している

道路橋梁費

建設部　建設課

款 8

担当部課

作成者氏名

1

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

○

チェック

×

×

備考欄（留意事項）

現在は広島県の県道整備計画に基づき県の予算範囲内において
改良を行っている。実施に当たっては、当該地元説明を行いな
がら実施している。サービスの適正に関しては、当該路線の計
画幅員等過剰な計画になっていないかで判断している。他事業
との統合については、将来県より権限委譲事務の中で農村整備
事業等があれば、統合できる可能性はある。現在は市が県から
の委託を受けて実施をしているが、将来的には管理主体である
県が再び事業を行うこともあり得る。

○

○

○

国や県と重複のない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である
事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

当初予定した実施項目が達成できた14,246

64,400

10,874

75,000

コスト（千円）

直接事業費 75,000

×

○

合計

○

○

×

○

―

○

○

○

財源（千円）

人件費

効
率
性

受益者負担

受益者負担を検証している

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

人件費

（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

 直接事業費

23年度 24年度

国県補助金等79,108

財源（千円） コスト（千円）

54,000

狭小で利用しづらい未改良部分のある県道を、安全で快適に通行できるように2車線及び1.5車線化の改良を行う。

広島県から改良移譲事務を受けている県道3路線の整備を行う。また、広島県において行う県道改良等による安芸高田市内
分の県営事業負担金の支払いを行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等65,902 49,800

21,000

人件費 受益者負担受益者負担

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

事務事業の効果を適正に把握している

93,354 合計28,954

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

26,97676,776

県道改良の委譲事務は単年度の県の予算の範囲内で県より委託
を受けるため、年次計画及び目標値が設定できない。担当する
人材については、現在事務職員が事業の経験を生かし対応して

○

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

○

現在の改良計画は、当該路線の通行量等を勘案し2車線改良計
画であったものを、1.5車線計画に変更するなどコスト縮減に
取り組んでいる。人件費の抑制については、現在県道改良担当
者は1人で行っているため実際の人件費削減は難しい。

○

○

単位あたりコストを削減することはできない

の評価を行っ

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

安芸高田市における県道改良事業
負担金１０％であるため、指標化
できない。

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

75,000

目標年度に目標を達成できそうである

―

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

○

―

合計

○

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

活
動
・
結
果

単位

％

ｍ

対　前　年　比

実績値

21,000一般財源等

備 考
（指標の計算方法、算式等）

指標（整備済延長）
計画値は県の予算により変動する
Ｈ24
中北川根線　256ｍ
千代田八千代線　50ｍ
船木上福田線　105ｍ

年度H26

H26 年度

1.70

単位当たりコスト①

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

25年度

10.00

444,481.76

411.00

84,451,534

270.00

8,902,466

890,246.60

190.00

－ －

200.00

―

－

○事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

人

千円

人

千円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

－

－

県道改良
200.00

県道事業負担金

実績値

計画値 10.00 10.00

一般財源等

時間外勤務手当 千円

23年度

179.00

合計

人

93,354 合計

128.00

28,954

必要人員

10.00

66,593,875

－

指　標　名　等

－

24年度

10.00

10,182,125

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

－

－

－

1.30

26,97676,776 一般財源等 いる。事業実施については専門知識を持った技師の対応が必要
だが、現在においてはその配置が困難な状況であるが、県への
出向等により職員の能力開発のための機会を設けている

○

×

×

○

改良計画段階から地元住民には説明会等により協議及び情報の
提供を行っている。

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
県道整備率

指
標

単位

単位

単位当たりコスト②

45.00

計画値

444,481.76

－

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

36.12 43.00

38.00 45.00

24年度

－

－

23年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

完了した

指標（整備率）
当該年度末整備済延長/計画総延長

年度
資源配分の方向性

年度

H26

－

年度

－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する－

－

予算（大事業）名

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

2車線改良を交通量等を勘案し、1.5車線の計画に変更してコスト縮
減に取り組んでいる。

解決できていない課題

県の予算により改良できる範囲が変動するため、次年度の計画が立てに
くい。

西原　裕文

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
整備計画・測量設計・用地買収・補償等実際の整備延長に反映されない業務があり、整備率に
反映できない。

実績値 － 年度

③

②

ｱｳﾄ

ｶﾑ

010 建設部 建設課（県道改良事業)



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 8

国や県と重複のない事務事業である

2

チェック

◎積雪が１５cmになると除雪作業に入るが、ルートは効率よ
く行っているが、場所によっては作業機械が入るのが遅くなり
時間が掛るため早急な対応を望む地元住民に対しては迷惑をか
けている部分がある。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
登　田　　晃

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（47）1208

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

県委託県道道路維持費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

道路橋梁費

建設部　建設課担当部課

作成者氏名

11

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

道路維持費

道路維持費

対　　　象
（誰のために）

県道（移譲路線）を利用する市民

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

県道維持管理事業

3 平成

○

○

×

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

2.定住と交流のネットワークづくり

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 幹線道路の整備
2

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

◎県からの移譲路線であるため予算は割り当てで来ている。
よって、予算の範囲内での作業が完了でいない場合もある。

単位当たりコスト増の理由

◎除雪業者が特殊機械を保有していないことから現状のコスト
を削減することは出来ない。
◎除草業務は委託業者が大型機械を保有していないため現状の
コストを削減することは出来ない。
◎除草のコスト減については処分場の搬入から地元農家へ飼料
として運搬したことによる。

21,815

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

108,215一般財源等合計 23,993105,593 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―600一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

86,400

県道通行の安全確保を行う。

道路施設維持のため、植栽管理、道路照明、県道除草、除雪を行う。
除草…道路切土面
除雪…積雪１５ｃｍが基準で不定期
維持修繕…ポケット舗装、路面補修、動物の死骸処理

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等99,850 86,400

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 98,051

人件費

○

87,000

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

○

○

合計

○

○

○

87,000 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

7,542

81,600

8,365

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている ◎県道の除雪・側溝清掃は交通量が多く危険が伴うため市民参
画は難しい

―

16.00

単位当たりコスト増の理由
除雪・・・除雪車の前後に誘導車の配置が必要となった為
除草・・・除草時に交通誘導員の配置状況による誘導員の増
　　　　　刈草の運搬・処分費の増

－

1.00

21,815108,215

16.00

― 移譲路線延長―

148,493.00

16.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

21,382,000

137.17134.66

155,878.00

95.00

合計

人

指　標　名　等

23,993

必要人員

105,593

108.30%

－

85,780.99

除草面積
148,493.00

除雪時間

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 36,094,000

242.00

19,382,000

合計

99.00

24年度

420.00

20,759,000

－

148,493.00

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

57.62% －

85,938.10

―

計画値

－

人

千円

143,937.00

0.90

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

除草面積

計画値は路線延長×刈幅

年度実績値

600

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

ｈ

㎡

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

87,000

除雪稼働時間

計画値は予算に応じて計上してい
る。

目標年度に目標を達成できそうである

○

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

岩　崎　邦　久

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・道路の修繕、除雪など状況に応じて対応している。
・道路の維持修繕については、状況に応じて業者に依頼する。又、
応急処理が必要な場合は職員で対応する。

解決できていない課題

委託業者において除雪機械を管理していくのが難しく機械を手放しリー
スに頼り除雪を実施している。そのためリース代金が増し除雪費用は必
要となる。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

#VALUE!

―

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

移譲路線延長

植栽管理・道路照明・路面補修等

目標値
（目標年度）

#VALUE!

―

23年度 24年度

―

―

65,998,000

#VALUE!

－

138.00 138.00

138.00 138.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
その他維持修繕

対　前　年　比

ｋｍ

－

―

計画値

実績値

0.00

0.00 0.00

0.00

－

－

0.00

138.00

50,117,000

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

ｋｍ

単位

件
事故件数

計画値

実績値
県道維持管理

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 0.00 0.00

状況に応じて速やかに対応している。ただし、計画的に実施していく性格のものではないた
め、年度ごとの比較はなじまない。

－件

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

011 建設部 建設課（県道維持管理事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

2.定住と交流のネットワークづくり

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 幹線道路の整備
2中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

市道・橋梁・法定外公共物管理事業

3

道路橋梁総務費

道路管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市道を利用・占用する者および市が所有する法定外公共物について、その占用、用途廃止などを希望する者及びその法定外
公共物を利用する者。

一般会計

12

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

道路橋梁費

建設部　管理課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（47）1201

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

道路橋梁総務管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
河野　恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・道路法第32条の規定等に準じ、個人等が占用・改築申請を
し、市及び警察署が適正な審査をし許可する。

・ここで対象としているのは、「他のどの部署も管轄していな
い法定外公共物」であるため、他の部署等では対応は不可能。

款 8

国や県と重複のない事務事業である

2

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

8,035

20

7,538

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

○

合計

○

○

○

―

○

―

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

―

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 8,415

人件費 6,820

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

・市道を利用する市民の交通安全を確保するため必要な管理事務を行う。
・安芸高田市法定外公共物の管理に関する条例に基づき、法定外公共物を適正に管理・利用する。
※「法定外公共物」とは、公共の道路、河川、ため池等のうち、道路法、河川法等の特別法の適用（準用）を受けないものをいう。「里道・水路」が代表的で赤線、青線とも
呼ばれる事がある。これらの多くは、以前は国の所有であったが、国道、県道、1･2級河川などの国や県が管理するものを除く法定外公共物のほとんどは、平成16、17年に国
から安芸高田市へ譲与された。

・台帳管理、市道認定廃止編入、占用改築、境界確認、特殊車両通行許可、道路照明管理、生活道舗装助成
・申請に基づき、申請者及びその法定外公共物を利用する者の利便性を考慮しながら審査し、指導や境界確認、占用・改築
許可、用途廃止などの手続きをおこなう。国有財産である法定外公共物について、国から安芸高田市への譲与の手続きをお
こなう。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等9,491 20

6,752

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 9,67816,450 一般財源等 17,029

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

10,189

・道路法等に基づき、適正に対処していく。必要に応じて専門
的職員等の助言を仰ぎ、指導していく。

・里道・水路に隣接する土地を分筆する場合、里道に水道管等

・市道維持管理上のコスト削減は難しいと思われる。

・法定外公共物の管理に関する条例ならびに同条例施行規則に
基づいて事業を行っている。

・事務効率を高める努力をするとともに、境界、占用、用途廃
止等の迅速かつ適切な判断を行う。

・トラブルなく円滑に業務を行いながら、事務効率を高める努
力をする。

―

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

―

合計

―

―

0

申請件数
市道占用178件
改築10件
法定外37件

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

申請件数
市道30件
法定外62件

年度

人

千円

50.00

0.95

単位当たりコスト①

150.00% －

計画値

－

有
効
性

―

×

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

合計

98.00

24年度

150.00

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

225.00

境界確認件数
50.00

占用改築

－

実績値

計画値

184.00%

－

173.00

合計

人

指　標　名　等

9,678

必要人員

16,450

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

92.00

17,029

150.00

－

0.90

10,189 ・里道・水路に隣接する土地を分筆する場合、里道に水道管等
を埋設する場合、法定外公共物の払下げを希望する場合など
に、その土地の所有者またはその事業主から境界確認、占用、
用途廃止の申請がある。

・これらの申請者と、当該法定外公共物に隣接またはそれを利
用する者双方の利便性を考慮し、適切に審査、決定等をおこな
う。必要に応じて指導・助言を行う。

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

18.00 －
用途廃止件数

単位 計画値 10.00

件 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

計画値

実績値
市道未登記事務

指
標

特殊車両通行許可
単位

単位

30.00

10.00

－

－

計画値

実績値

－件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

35.00 30.00

－

30.00

23年度 24年度

35.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

申請件数

申請件数

目標値
（目標年度）

年度

登記件数

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

旧町単位での道路台帳のデータ化の整理

解決できていない課題

老朽化の状況を適切に把握し、計画的・効率的に対応するため、また付
帯施設の状況を把握するための統一された道路台帳の整備ができていな
い。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

賀志古　恵

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
法厳守と早期の事務処理
登記事務、境界立会、占用等の事務にあたり、何度も関係者との協議や法務局での確認などがあり、件数
をより超える時間を必要としている。

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

012 建設部 管理課（市道・橋梁・法定外公共物管理事業）



年 月 ～ 年 月 ○

×

備考欄（留意事項）

款 8

国や県と重複のない事務事業である

2

チェック

◎路面補修場所を調査及び地元からの報告後、取りまとめ委託
業者に指示し補修する。
◎除草にかかる契約は各支所ごとに町内業者より見積を徴収し
予定価格の範囲内で契約する。
◎路線委託での路面補修のポケット舗装規模の小さいものにつ
いては職員で対応し規模が大きく補修個所が多ければ委託業者
に依頼する。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
登　田　　晃

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（47）1208

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

道路維持費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

道路橋梁費

道路維持費

建設部　建設課担当部課

作成者氏名

13

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

道路維持費

道路維持費

対　　　象
（誰のために）

市道を利用する住民

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

市道道路維持事業

3 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

2.定住と交流のネットワークづくり

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 幹線道路の整備
1

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

◎除雪、路面補修について当初の予定は想定されないため計画
地が達成できたとはいえない

◎市道維持管理上のコスト削減は難しいと思われる。

179,243

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

191,843一般財源等合計 147,795189,989 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―115,893一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

11,000

市道の通行の安全確保及び橋梁の安全確保を行う。

市道の路面補修、除雪、路肩の除草を行う。　市道総延長Ｌ＝８０１ｋｍ
除草…道路両端１ｍを基準に年1回
除雪…積雪２０ｃｍ程度を基準として不定期
維持補修…ポケット舗装、路肩補修

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等183,478 12,600

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 182,447

人件費

×

126,893

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

×

―

○

○

○

合計

○

○

○

126,893 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

7,542

42,194

8,365

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている ◎除草機械等による作業となるため、ボランティア活動は困難
と思われる。

―

1,430.00

－

1.00

179,243191,843

1,430.00

― ポケット補修，路肩補修等―

206,296.00

1,430.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

31,632,000

97.0097.86

326,107.00

95.00

合計

人

指　標　名　等

147,795

必要人員

189,989

114.44%

－

61,723.55

除草面積
206,296.00

除雪時間

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 79,363,000

709.00

27,886,000

合計

99.00

24年度

1,484.00

43,762,000

－

206,296.00

有
効
性

―

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

47.78% －

53,479.11

―

計画値

－

人

千円

284,963.00

0.90

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

除草面積
計画値は路線延長×刈幅

年度実績値

115,893

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

ｈ

㎡

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

126,893

除雪稼働時間
計画値は予算に応じて計上してい
る。

目標年度に目標を達成できそうである

○

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

岩　崎　邦　久

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・道路の修繕・除雪など、状況に応じて対処してきている。
・除雪機械の経費の一部を市において負担している。

解決できていない課題

・除草委託で旧町単位での委託方法や委託内容であるためルールをを統一する必
要がある。
・除雪機械を確保している業者が少なく、また除雪範囲が広く除雪作業
に時間がかかる。
・修繕依頼から完了までの期間について路肩補修等は警察からの道路使
用許可書をとり工事着手することとなるため依頼から早くても一週間を
必要とする。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

機械リースの費用分担について、県との調整を図りな
がら協議する。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

市道総延長　L=801ｋｍ

－

年度－

#VALUE!

―

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

ポケット補修，路肩補修等

目標値
（目標年度）

#VALUE!

―

23年度 24年度

―

―

116,373,000

#VALUE!

－

801.00 801.00

801.00 801.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
その他維持修繕

対　前　年　比

ｋｍ

－

―

計画値

実績値 －

－

801.00

116,373,000

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

ｋｍ

単位

計画値

実績値
市道維持管理

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

状況に応じて速やかに対応している。ただし、計画的に実施していく性格のものではないた
め、年度ごとの比較はなじまない。

－

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

013 建設部 建設課（市道道路維持事業）



年 月 ～ 年 月 一般会計25 3平成

○

○

○

―

○

大事業

対　　　象
（誰のために）

橋梁を利用する市民

橋梁維持費

主要施策

施　 策 幹線道路の整備
1

橋梁維持費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

橋梁長寿命化修繕事業

3

2.定住と交流のネットワークづくり

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

14

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

橋梁維持費

中事業

主な
関連

予算・
事業名

会計名 1

款

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

道路橋梁費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である項

目

1

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

2

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

チェック 備考欄（留意事項）

8

建設部　建設課 0826
（47）1208

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

―

○

担当部課

作成者氏名

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
登　田　　晃

市民のニーズを的確に把握している

○

○

国や県と重複のない事務事業である

◎市内の橋梁を調査し現段階での健康度チェックを行い緊急度
順位を位置付け改良計画を立てる。
◎長寿命化策定を国にて事業計画したため
◎橋梁を通行で利用する以外にもバス路線や水道等の対応も
担っている。

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

8,700

8,700

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

受益者負担を検証している

○

合計

○

○

○

―

○

―

○

○

○

○

橋梁点検（６１８橋）を行い、橋梁長寿命化修繕計画を策定し最適な維持修繕を行い橋梁の長寿命化を図る。
５年に１回点検を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

3,352 2,928

コスト（千円）

2,400

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

12,525 6,120

人件費

25年度

 直接事業費 5,808

人件費

23年度 24年度

国県補助金等国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

橋梁利用者の安全確保

6,300一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 9,1609,160 一般財源等 15,453

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容 効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

単位あたりコストを削減することはできない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

9,333

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

×

５ｍ以上の橋梁については、達成できている。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

橋梁点検を目的とし技術を取得している人材が必要なため、ボ
ランティア活動は困難と思われる。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

8,700

市内６事業所が管理する橋梁数
コストは５年に１回の橋梁点検を
実施した費用

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

千円

専門性をもった人材を活用できている

目標年度に目標を達成できそうである

―

―

合計

―

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

人

―

活
動
・
結
果
指

単位

ｎ

橋

対　前　年　比

単位

実績値

6,300

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

千円

平成２３年度までに点検した橋梁
について修繕した費用

年度

人0.40

単位当たりコスト①

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

45.00

橋梁修繕費

橋梁点検

年度

今後の計画値
（計画年度）

9,391,200.00

計画値

－

1.00

実績値

－

－

9,391,200

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

合計

35.00

24年度

120.00

6,062,000

1.00

2.00

120.00

－

134,711.11

－

59.00

37.50% －

23年度

42.00

コ ス ト 9,160,000

計画値

76,333.33

人

指　標　名　等

9,160

必要人員

9,160

時間外勤務手当 千円

15,453

182.00

0.35

9,333

―

○

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

－

単位 計画値

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

橋

単位

計画値

実績値

指　標　名

橋梁点検費

指
標

単位

単位

－

計画値

実績値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

年度

－

59.00

23年度 24年度

120.00 45.00

120.00 120.00

25年度

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

H21年度より国庫補助金が事業費の1/2となり単独費用が削減され
る。

－

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

年度

年度

－

解決できていない課題

改修・改善する際の財源調達が必要となる。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

岩　崎　邦　久

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

014 建設部 建設課（橋梁長寿命化修繕事業）



年 月 ～ 年 月平成 17

道路新設改良費

一般会計27 3 1

2.定住と交流のネットワークづくり

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

主要施策

款
主な
関連

予算・
事業名

会計名

○

×

施　 策 幹線道路の整備
大事業 道路の新設及び改良に要する経費

中事業

1

市道を通勤・通学（主に当該改良区域内住民）または、生活道として利用する市民。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

市道改良事業

3 平成

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

対　　　象
（誰のために）

15

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

山口　幸弘

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である項

目

8

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市道改良事業費

2

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

道路橋梁費

8

3

電話 チェック 備考欄（留意事項）

実施に当たっては、当該地元説明を行いながら実施している。
サービスの適正に関しては、当該路線の計画幅員等過剰な計画
になっていないかで判断している。

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

建設部　建設課 0826
（47）1208

担当部課

作成者氏名

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

○

○

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

国や県と重複のない事務事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

○

○

×

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

112,600

112,60071,072

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

コスト（千円）

75,145 19,966

×

○

合計

○

○

―

○

○

○

×

人件費

22,000

×

コスト コスト（千円）

合併当初から継続事業として引き継いだ重要路線の整備とともに、毎年実施計画の見直しを行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

20,532

40,261

15,893人件費

23年度 24年度

国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

25年度

直接事業費 152,858

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

狭小で利用しづらい市道を、安全で快適な市道へと改良または拡幅を行い、市民への利便性の向上及び緊急車両（救急車・
消防車等）の通行に支障を及ぼさないよう改良を行う。また、歩行者の多い幹線道路には歩行者の安全確保のため歩道等の
設置を行う。

90,600

人件費 受益者負担受益者負担

○

合計133,129173,390

（誰のために）

91,038

受益者負担

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効
率
性

現在の改良計画は、当該路線の通行量等を勘案し1.5車線また
は1車線計画でコスト縮減に取り組んでいる。人件費を削減す
ればコスト縮減は可能である。しかし、現状からの人数の削減
では事業対応が困難になる。

○

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

成果指標・目標達成等については、道路事業への予算配分が現
在の市の財政状況では厳しくなっているため、将来においては
計画どうりには進捗しない状況にある。。

×

○

の評価を行っ

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

人

千円

112,600

1.90

71,072

千円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

改良計画段階から地元住民には説明会等により協議及び情報の
提供を行っている。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

市民への情報提供を行っている市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

指標（整備率）
当該年度整備済延長/当該年度計
画総延長
実績値は単年度ベース
※用地買収が計画通り進まなかっ
たため、予定していた計画を達成
できなかった。

年度H26

目標年度に目標を達成できそうである

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

合計

○

有
効
性

×

活
動
・
結
果

単位

ｍ

ｍ

対　前　年　比

単位

実績値

90,600一般財源等

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

年度

人

指標（整備率）
当該年度整備済延長/当該年度計
画総延長
実績値は単年度ベース
※入札により入札価格が低かった
ため、工事延長が伸びた。

2.45

単位当たりコスト①

341.00
国庫補助事業の整備延長

H26

今後の計画値
（計画年度）

－

65,428,549

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

地方特定道路事業路線の整
備延長

計画値 400.00

260,866.42

72.91%

－

56,868,880

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

34,169,120

218.00

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている ○

合計

188.00

24年度

382.00

－

123.05%

250.00

335.09%

300.00

270.00

－

100,202.70

－

150.00

89.27%

258.00

218,824.58

コ ス ト 87,430,071

299.00

計画値

228,874.53

実績値

合計

人

指　標　名　等

133,129

必要人員

173,390 一般財源等

時間外勤務手当 千円

23年度

100.00

91,038 一般財源等 担当する人材については、現在事務職員が事業の経験を生かし
対応している。今後は専門知識を持った技師の対応が必要であ
るが、実際に専門知識を持った技師がいないため配置が困難で
あるが県への出向等により職員の能力開発のための機会を設け
ている。
成果指標については23年度において、計画総延長が伸びたた
め実績値が前年度を下回っている。

×

○

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）できなかった。

－

単位 計画値

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値

指　標　名

市道整備率

指
標

単位

単位

単位当たりコスト②

－

80.00

計画値

260,866.42 －

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

218,824.58

年度

－

指標（整備率）
当該年度末整備済延長/計画総延長
23年度の実績値が前年度より下回っているのは、23年
度に計画総延長が伸びたため。

23年度 24年度

72.00 74.00

80.00 80.00

25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

当該路線の通行量等を勘案し1.5車線または1車線計画でコスト縮減
に取り組んでいる。

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

年度

H26

－

－

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

合併当初より道路改良の要望については、数多く寄せられているが市の
財政状況が厳しい中その要望に応えられていない。しかしながら、限ら
れた予算の中で事業を執行するには、より重要な路線を重点的に予算配
分を行い整備有効効率を上げていく必要がある。

西原　裕文

改善項目

①

②

主務課長氏名

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

②

ｱｳﾄ

ｶﾑ

015 建設部 建設課（市道改良事業）



年 月 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

商工会や工業会、振興会は検討会の構成員として参加して頂い
ているが、一般住民への情報提供は現時点では行なっていな
い。

―

○

款 8

国や県と重複のない事務事業である

1

30.00

西原　裕文

チェック

　国土交通省三次河川国道事務所との協議調整は概ね予定通り
執行できた。

　残土有効活用場所選定ができれば、即座に公共工事費の削減
が図れる。

　安芸高田市内外の有識者で構成される検討会を実施し、整備
規模、整備内容等を検討中であるため、整備計画にはその検討
結果を最大限重視する。

　残土有効活用場所選定ができれば、即座に公共工事費の削減
が図れる。

　安芸高田市の交通量14,000台を超える一般国道54号沿道
吉田町山手において、道路利用者の休憩・情報発信を目的と
し、さらには安芸高田市全域の地域交流拠点として「道の駅」
を整備するものである。
施設の整備により合併によって生まれた広域的な安芸高田市の
一体感が醸成され、さらに災害時にその機能を発揮することで
地域住民への安心な生活に寄与できる。

　残土有効活用場所選定については、残土を有効活用すること
により施設の整備を行なうことで、住民の福祉向上及び公共工
事費の削減を図ることができる。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
山口　幸弘

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.75

14,127

0826
（47）1208

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

土木総務管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

土木管理費

建設部　建設課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

560

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

今年度までに実施した改善内容

・国道54号沿線活性化を目的に、「道の駅」の整備をするため、基
本計画策定のための検討会を立ち上げ、3回の検討会を開催した。
・公共残土を受入れ、跡地を活用するために、候補地3か所につい
て、現地調査を行い、受入れ可能ボリューム等を把握した。

解決できていない課題

・国土交通省との一体型の整備を進めるための協定書の締結ができてい
ない。
・処分候補地の1箇所については、産業廃棄物の処分を伴う。

③

14,127

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

20.00

30.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

867,000

57,800.00

15.00

計画値

コ ス ト

計画値

合計

人

指　標　名　等

0

必要人員

0

－

663,000.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

多目的広場創設事業調査
打合せ回数

国道沿線活性化基本調査
打合せ回数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

20.00

一般財源等合計

74.00

24年度

13,260,000

－

20.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

－

－

計画値

－

計画値

実績値

24・25年度は基本計画策定業務のため、成果指標を反映できない。

－

－

人

千円

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度実績値

9,048一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

12,000

・施設の整備により、地域情報の発信拠点として道路利用者の利便性の向上が図れる。更に小規模な地域防災に留まらず、
広域的な防災拠点として安心して利用できる施設の提供ができる。
・公共残土の処分費を節減するため受入場所を確保し、残土有効活用として多目的利用のできる施設整備を行い、市民の交
流の場所、災害時の避難場所等の活用を図る。

・国道５４号線沿線の活性化にむけて基本調査を行う。
・残土有効活用場所を選定するための基本調査を行う。

財源（千円）

直接
事業費 国県補助金等7,853

23年度 24年度

国県補助金等

土木総務費

土木総務費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

・国道利用者、地域住民、農産物出品者
・市民

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

地域活性化整備促進事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

回

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

○

21,048

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

―

○

―

―

―

○

○

○

○

○

×

○

合計

―

○

―

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

21,048

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,274

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

2.定住と交流のネットワークづくり

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 24

施　 策 幹線道路の整備
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。 

 

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。 

 

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。 

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ 

ｲﾝﾌﾟｯﾄ 

ｱｳﾄ 

ｶﾑ 

ｲﾝﾌﾟｯﾄ 

560 建設部 建設課（地域活性化整備促進事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

2.定住と交流のネットワークづくり

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 公共交通に係る施設の管理
03中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

×

○

○

×

×

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

各ＪＲ駅舎施設管理事業

3

企画費

企画費

対　　　象
（誰のために）

鉄道を利用し、近隣市へ通学・通学・買物など目的とした利用者及び駅周辺の施設の利用者

一般会計

17

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

建設部　管理課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（47）1201

01 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

交通対策費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている07

電話
河野　恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・本市の交通体系整備のためには、道路交通だけでなくＪＲを
活用した総合的な交通対策を進めていくために、駅舎に隣接し
た場所に市が設置した施設であり、市内各地域から利用しやす
い道路交通と公共交通の結節点として管理する必要がある。

款 02

国や県と重複のない事務事業である

01

×

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

5,497 3,769

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

×

○

合計

×

×

×

―

○

○

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 2,628

人件費 33

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

駅及び周辺施設の環境整備を行い、利用者の交通利便性を確保する。

各ＪＲ駅舎施設、その付近の維持管理及び周辺の植栽等の維持管理を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,438

52

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 8,0738,125 一般財源等 6,207

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

6,174

平成２５年度から吉田口・甲立駅の駅舎は指定管理者制度を採
用

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

―

○

合計

―

○

0

修繕費および修繕工事

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

円

円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

駅周辺清掃・エレベーター点検委
託料

年度

人

千円

1,047,050.00

0.65

単位当たりコスト①

39.39% －

計画値

－

有
効
性

○

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

×

合計

49.00

24年度

112,738.00

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

44,403.00

駅・周辺施設管理業務委託
費

駅・周辺施設修繕費

－

実績値

計画値

109.67%

－

119.00

合計

人

指　標　名　等

8,073

必要人員

8,125

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

1,148,345.00

電気・水道・下水料

6,207

－

0.45

6,174

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

計画値

実績値
JR芸備線利用乗降者数

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値
施設光熱水費等

対　前　年　比

円

計画値

コ ス ト

計画値

－

235,999.00 231,597.00

－

814,201.00

23年度 24年度

589,177.00

72.36%

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

電気・水道・下水料

目標値
（目標年度）

年度

JR芸備線3駅の合計乗降人数JR三江
線については把握できていない

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

・今後の老朽化の進展、修繕費の上昇を踏まえ、今後の在り方（市が所
有・地元に移管・廃止など）の検討ができていない。
・駅周辺の施設（駐車場など）と一体とした指定管理者の選定
・向原駅のエレベーターの老朽化による部品等の確保が困難となってい
る。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

賀志古　恵

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

017 建設部 管理課（各ＪＲ駅舎施設管理事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

2.定住と交流のネットワークづくり

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 公共交通に係る施設の管理
03中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

×

○

○

×

×

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

市営駐車場等維持管理事業

3

企画費

企画費

対　　　象
（誰のために）

自家用自動車で、駅まで来て、鉄道利用もしくは駅周辺での買物などをする市民

一般会計

18

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

建設部　管理課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（47）1201

01 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

交通対策費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている07

電話
河野　恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・駅前駐車場・駐輪場は、駅前広場の構成要素として、また、
パークアンドライドや送迎の役割を担う施設として、住民の日
常生活圏の拡大に対応し、交通結節点としての機能を担い、Ｊ
Ｒの利用の活性化を図る上で不可欠な施設である。

款 02

国や県と重複のない事務事業である

01

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

5,074 3,769

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

×

○

合計

×

○

×

×

○

○

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 661

人件費 3,566

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

自家用自動車で駅まで来て鉄道などを利用する方の利便性の向上を図る。

月極駐車場利用者および一時利用者の受付、料金徴収事務

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,042

3,741

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 1,9945,735 一般財源等 4,811

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

1,245

・JR向原駅については、一時利用者に対する受付事務量が大
きいため、機械化による事務量の軽減化を図ることができた

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

―

○

合計

―

○

0

月極利用料調定

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

円

円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

一時利用料・タクシー＆バス会社
利用料

年度

人

千円

1,451,714.00

0.60

単位当たりコスト①

94.72% －

計画値

－

有
効
性

×

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

合計

49.00

24年度

2,182,400.00

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

2,067,200.00

一時利用料金収入
1,200,000.00

月極利用料金収入

－

実績値

計画値

103.25%

－

109.00

合計

人

指　標　名　等

1,994

必要人員

5,735

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

1,498,850.00

831,000.00 光熱水費・修繕費・委託料・工事

4,811

2,688,000.00

－

0.45

1,245

・平成２５年度より向原・吉田口・甲立駅市営駐車場を指定管
理者制度にする

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

台

単位

計画値

実績値
月極利用者延べ台数(年間）

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値
市営駐車場維持費

対　前　年　比

円

計画値

コ ス ト

計画値

－

682.00 646.00

789.00

－

661,029.00

23年度 24年度

831,000.00

1,042,141.00

157.65%

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

光熱水費・修繕費・委託料・工事
費

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

指定管理者との契約の内容の見直し（維持管理費と収入のバランスを精
査し市が損をしていないか）、実態にあった契約を検討する必要があ
る。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

賀志古　恵

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

018 建設部 管理課（市営駐車場等維持管理事業）


